
これまでの取組
• 各キャンパスでの共用の推進と、機器の所属と管理・運用を分離する仕組み

である【山口大学方式】を構築
• 技術職員の全学組織化を目指し、工学部技術部において先行実施
• 「中国地区バイオネットワーク」と連携し、地域ネットワークを強化することによ

る機器対外利用の拡大

解決すべき課題
• 技術職員組織の機能強化
• 機器共用システムの再編・強化
• 学部組織を超えたマネジメント体制の構築
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リサーチファシリティマネジメントセンター、運営委員会、対外利用ワンストップ
窓口の設置や学内諸制度の整備と運用

マスタープランの再改訂や全学機器共用化のガイドラインの制定、コア・準コ
ア認定制度や二重投資を避けるための委員会の整備・運用

全学データベース化や利用料金設定の共通ルール化、キャンパス間遠隔機
器利用システムの構築・拡充

総合技術部設置とダブルトラック制度、テニュアトラック制度などを含む技術
職員のキャリアパス・人材育成制度の整備と運用

需要動向に即した総合科学実験センターの各分析施設や機器のスクラップ
＆ビルドによる再編成

コストの見える化と適切な利用料金設定を行い、学外開放を促進し利用料
金収入の増加を図る等の共用システムの自立化への活動

地方大学の分散キャンパス型のモデルの確立とその特色を情報発信

中国地区のモデルとして中国地区バイオネットワークへの成果の発信と普及

「リサーチファシリティマネジメントセンター」
が共用システムの中央司令塔として機能
• 学長のリーダーシップが施策に反映しやすく、スピード感が

ある意思決定や実行が可能となっている。
• 部局や学科帰属の機器を含めた全学の共用化が推進

されている。

技術職員は、高度専門技術者集団として本学の研
究力の向上に大きく貢献
• マネジメントトラックとマイスタートラックのダブルトラック制によるキャリアパ

スが確立されている。
• 職位・職階制度による待遇改善やテニュアトラック制度の導入により、

技術職員の若返りと技術伝承の双方が推進されている。

戦略的な機器共用体制のスクラップ＆ビルドが実
行され、経営資源が好循環
• 山口大学方式の長所を生かしつつ、需要の変化に対応して、共用

化システムの再編により効果的な運営が行われている。
• 自己財源の確保と機器利用料収入の毎年度10％増を実現し、さら

なる機器整備の財源に充当するという好循環が生み出されている。

目標達成に向けた戦略
• 学長直下に学術研究、人事労務・財務施設担当理事を中心とした「コア
ファシリティ全学協働体制」を構築

• 「総合技術部」を新設し、全学の技術職員を集約・組織化
• 「山口大学方式」の長所を残しつつ、スクラップ＆ビルドを継続的に実施

先端研究基盤共用促進事業（コアファシリティ構築支援プログラム）（実施機関）山口大学先端研究基盤共用促進事業（コアファシリティ構築支援プログラム）（実施機関）山口大学
１．５年後の「達成目標」、達成されたときの「姿」

３．目標達成に向けて、どういう「戦略」で取り組むのか２．これまでの取組と解決すべき「課題」（ボトルネック）

学 長

リサーチファシリティマネジメントセンター（新設）

センター長：学術研究担当理事
副センター長：人事労務・財務施設担当理事
関係部局長、総合科学実験センター長
総合技術部長、学術研究部長
総務企画部長、財務部長

■コアファシリティ運営委員会
■新規導入機器審査小委員会

学長直下の「統括部局」として設置
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コアファシリティ全学協働体制ライン
企画・立案、施策実施、運用管理を
担当する中心組織

■ 工 程 表

■ 運営体制

R2・R3 制度設計R2・R3 制度設計 R3・R4 試行R3・R4 試行 R5 検証・見直しR5 検証・見直し R6 本格実施R6 本格実施
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